
1 
 

220517 参議院選と各党の住宅政策、家賃補助制度の課題と展望 

報告：佐藤和宏（高崎経済大学地域政策学部） 

kazuhirosato@tcue.ac.jp 

 

1．各政党の居住保障政策に関するマニフェスト 

＊2021 年 10 月末の衆議院選挙から政策公約が更新されていないため、今日はその資料を紹

介します 

→各政党から今回 7 月末の参議院選挙に関する政策公約が発表され次第、家賃下げろデモ

（@housing_demo）や住まいの貧困ネットワーク（ブログ、Twitter）などで整理・紹介したいと

思います 

 

◆住宅手当を明記しているもの 

（1）立憲民主党 

立憲民主党「政策集 2021」 

https://cdp-japan.jp/news/20211014_2344 

（住宅に関する項目が、災害、高齢者など多岐にわたっているため、住宅手当に言及している部

分に限定しています） 

 

＞［住まいの安心の確保］ 

＞○住まいの安心を確保するために、低所得世帯を対象に家賃を補助する公的な住宅手当を創

設します。また、ひとり暮らしの学生などに対する家賃補助制度を創設します。 

 

立憲民主党は、低所得世帯およびひとり暮らしの学生を対象とした住宅手当を明文化しています。 

 

（2）日本共産党 

４５、住宅・マンション――市場優先から「住まいは人権」の住宅政策へ（2021 総選挙政策） 

https://www.jcp.or.jp/web_policy/2021/10/2021s-bunya-045.html 

（住宅に関する項目は、丁寧かつ長く書かれているため、住宅手当に言及している部分に限定し

ています） 

 

＞民間賃貸住宅の家賃補助など入居者支援を拡充します 

＞民間賃貸住宅に生活困窮者が安心して入居できるためには、民間賃貸住宅を借り上げる公営

住宅や、家賃補助制度の創設など、居住者が安心して住み続けられる支援策の強化が急務です。 

 

共産党は、借り上げ公営住宅・家賃補助の創設など、住宅費軽減策を明文化しています。 

 

mailto:kazuhirosato@tcue.ac.jp
https://cdp-japan.jp/news/20211014_2344
https://www.jcp.or.jp/web_policy/2021/10/2021s-bunya-045.html
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（3）社会民主党 

https://sdp.or.jp/information/2021-priority-policy/ 

＞離職等により住居を失いかねない方に対する住居確保給付金の支給期間を撤廃して普遍的な

家賃補助制度へ改変します。民間のアパート空き室を借り上げ、現物給付を行うなど、住まいの公

的支援を実施します。 

 

社会民主党は、住居確保給付金の恒常化による住宅手当を明文化しています。 

 

（4）れいわ新選組 

れいわニューディール――コロナ緊急対策 

https://reiwa-shinsengumi.com/wp-content/uploads/2021/10/reiwa_newdeal-manifesto2021.pdf 

 

＞「住まいは権利!」安く住めて追い出されることのない家（家賃補助・民間住宅借り上げなど） 

＞空き家、中古マンション、団地を活用。すべての世代が初期費用なしで、安い家賃で住めるよう

に、公的住宅の拡充や家賃補助を行います。 

＞生活保護を、バラで受けられ、困る前に頼れるような、積極的に受給できる制度にします。例え

ば……敷金・礼金・更新料や引っ越し代……など、一時的、短期的な単給で生計が維持できる世

帯が、確実に必要な扶助を必要な期間だけ受けられるような運用に変えます 

 

れいわは、生活保護の住宅扶助の単給と併せて、公的住宅の拡充・家賃補助を明文化しています。 

 

（5）公明党 

〇2021 衆院選重点政策 

https://www.komei.or.jp/special/shuin49/wp-content/uploads/manifesto2021_s.pdf 

 

＞コロナ禍において顕在化した住まいに対するニーズや単身高齢者の増加等を踏まえ、生活困窮

者等住宅確保に困難を抱えている方々への住宅手当の創設など住まいのセーフティネットの再構

築をめざします。 

 

〇2021 衆院選政策集 

（住宅に関する項目が、住宅市場、災害、高齢者など多岐にわたっているため、住宅手当に言及し

ている部分に限定しています） 

https://www.komei.or.jp/special/shuin49/wp-content/uploads/manifesto2021.pdf 

 

＞生活困窮者を支援するため、緊急小口資金等の特例貸付や、住居確 

保給付金の再支給、自立支援金について、申請期限の延長や支給要 

https://sdp.or.jp/information/2021-priority-policy/
https://reiwa-shinsengumi.com/wp-content/uploads/2021/10/reiwa_newdeal-manifesto2021.pdf
https://www.komei.or.jp/special/shuin49/wp-content/uploads/manifesto2021_s.pdf
https://www.komei.or.jp/special/shuin49/wp-content/uploads/manifesto2021.pdf
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件の緩和などを行います。 

 

＞ひとり親家庭の自立を支援するため、高等職業訓練給付金の特例を実施するなど就労支援や

住宅費補助など総合的な生活支援策を拡充します。 

 

公明党は、生活困窮者等への住宅手当を明文化しています。 

 

◆住宅手当を明記していないもの 

（6）自由民主党 

〇令和３年政策パンフレット 

https://jimin.jp-east-2.storage.api.nifcloud.com/pdf/pamphlet/20211011_pamphlet.pdf 

 

＞「老朽化した集合住宅の改築」の促進 

＞「空き家・公営住宅の活用」により地方移転を希望する人材・企業・大学の受入れ環境を整える

とともに、「住民が、ライフステージごとの生活スタイルに応じて、地域で柔軟な働き方ができる場

所」を増やします 

 

〇令和３年政策 BANK 

https://jimin.jp-east-2.storage.api.nifcloud.com/pdf/pamphlet/20211011_bank.pdf 

 

＞住宅・建築物の省エネ対策の強化 

＞住宅ローン減税をはじめとする、住宅投資促進策を確実に実施するとともに、脱炭素に資する

省エネ性能の高い住宅・建築物の整備・改修、中高層建築の木造化等を進めます 

＞自然災害により被災した地域の道路・河川・鉄道等の本格復旧や、インフラの整備、住宅再建

等の支援を着実に進めます 

＞コロナ禍の影響は、非正規雇用の方々や女性がより深刻なことから、予防的な施策として、職業

訓練の内容の更新、求職者支援制度の充実、ハローワークや地域若者ステーションを一層活用し

ます。安心できる住居の確保に向けた支援や共用スペースの活用を含め、“人と人とのつながり”

を大切にした地域づくりを進めます。 

 

自民党は、住宅問題について言及はしていますが、「安心できる住居の確保に向けた支援」という

あいまいな表現にとどまっており、具体策への言及がありません。あいまいな表現に逃げるのでは

なく、与党第一党として、現行の住居確保給付金に対する評価や「公的な住宅手当」導入に関す

る立場を明確にしていただきたいと思います。 

 

https://jimin.jp-east-2.storage.api.nifcloud.com/pdf/pamphlet/20211011_pamphlet.pdf
https://jimin.jp-east-2.storage.api.nifcloud.com/pdf/pamphlet/20211011_bank.pdf
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（7）日本維新の会 

維新八策 2021 

https://o-

ishin.jp/news/2021/images/3858edd04d0a9813e048310faac8023c0a057034.pdf 

 

＞病児病後児保育・ベビーシッターや子育て世代向けの住宅利用等、さまざまな子育て支援サー

ビスに利用できる子育てバウチャーの導入・大幅な拡充を進めます。 

 

日本維新の会は、公的な住宅手当に言及していません 

 

（8）国民民主党 

政策パンフレット 

https://new-kokumin.jp/wp-content/themes/dpfp/files/DPFP-Policies-Pamphlet.pdf 

 

＞所有者不明土地問題を含め空き家対策の検討を進めます。「中古住宅公付加価値化法」（仮

称）を制定し、中古住宅の流通合理化・市場活性化を図ります。団地の世代循環、高齢者向け住

宅の供給拡大を進めます。住宅バリアフリー化、耐震化や省エネ化を進めます。 

 

国民民主党は、公的な住宅手当には言及していません。 

 

9.沖縄の風、碧水会、みんなの党 

→前回に続き、政策集は公開されていません。 

 

 

2．望ましい社会像へ――成長と分配をめぐる既存の枠組みを壊す 

（1）安倍政権：アベノミクス…（a）トリクルダウンの失敗→（b）働き方改革の失敗 

⇔（c）持家取得条件整備＋危機繰り延べによる中間層の手堅い支持（佐藤 2021） 

 

（2）岸田政権：新しい資本主義…（a）「成長と分配」による分配の強調、（b）しかし分配＝「官製

賃上げ＝大企業正社員を対象とした、産業界が許す範囲での」分配という狭い枠（尾形 2022;

日経ビジネス 2022） 

→自民党の政策対立：経済成長一辺倒か、経済成長と狭い枠内での分配か（安倍 2022） 

＝貧困対策、生活困窮者支援、格差縮小への抜本的対策なし 

＊格差拡大による社会への全般的悪影響…①貧困層増大、②経済成長への悪影響、③社会問

題の悪化・増加 

↑↓ 

https://o-ishin.jp/news/2021/images/3858edd04d0a9813e048310faac8023c0a057034.pdf
https://o-ishin.jp/news/2021/images/3858edd04d0a9813e048310faac8023c0a057034.pdf
https://new-kokumin.jp/wp-content/themes/dpfp/files/DPFP-Policies-Pamphlet.pdf
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（3）分配による成長へ 

・社会保険か生活保護か、中間層か制度の狭間か低所得層か、ではなく benefit for all の社

会保障制度の（再）構築へ 

→生存権・利用者の立場を重視しつつ、社会のメンバーが納得しながら納税し、そうであるがゆえ

に財政基盤も利用可能世帯も増やすことによって、安心して消費し、安心して働き、安心して生活

できる社会へ 

 

 

3．居住保障政策の課題と展望——その枠内に居住保障政策を埋め込む／居住保障を問いなお

すために 

 

（1）リーマンショックに比してのコロナショックの特徴…短期的・局所的でなく、長期的・全国的悪

影響のために、 

①解雇および雇い止めは数万人⇔提供される公営住宅はせいぜい 2000 戸との指摘（中島 

2020） 

②改正住宅セーフティネット法は実質的にほぼ機能せず（平山 2021） 

③住居確保給付金の要件緩和・利用者著増は、コロナ禍の長期化によって事実上延長＆機能拡

大→恒常的な家賃補助への期待は、少なくない社会保障関係者からも発言あり（政治家 1、厚労

省の会議体にコミットする社会保障研究者 2、生活困窮者自立支援のあり方等に関する論点整理

のための検討会論点整理とりまとめ 3） 

⇔④緊急小口資金・総合支援資金は、（その機能を全否定すべきではないにせよ）返せない不安

から利用者が利用控えを生じさせる一方（朝日新聞 2021）、貸し付けを続けることによって破

産・返済困難に帰結（東京新聞 2022;共同通信 2022） 

→日本社会のこれまでの短期的・局所的合理性ゆえの帰結ではないか？ 

 

（2）短期的・局所的合理性から長期的・全般的合理性への転換 

①戦後住宅政策は、敗戦後の圧倒的住宅不足を背景として、自民党・建設省の主導の下、経済成

長・景気刺激策のため、建設戸数主義・新築主義・持家主義を採用 

（a）建ててはつぶし、建ててはつぶし…というスクラップアンドビルドによる景気刺激策＆たえまな

い再開発・高度利用 

（b）企業福祉の階層性（企業規模、雇用形態格差、年齢格差）を政策的に拡大させる逆進的社

                                                       
1 「家賃や医療費だけでも支援すれば、少ない収入でも生活は成り立つし、生活保護を増やすよ
り、マクロ的にはコストも下がる」（衆議院厚生労働委員会委員長・橋本岳）『日経ビジネス』
2127． 
2 菊池馨実(2022)。 
3 厚生労働省(2022)。 
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会政策 

→短期的な観点からの自己責任の押し付けは、かえって長期的な観点からの良質なストックの形

成・維持を阻害する 

↑↓ 

②公営住宅の再評価の必要性 

（a）そもそも、公営住宅は必要に応じて供給しなければならない 4のに、それがされていないとい

う恣意性（平山 2017;星見 2020）そのものを批判する必要性 

（b）公営住宅ストックのメリット…（ⅰ）安心・安全なストック（災害、DVなど目的外利用＋恒常的

利用）、（ⅱ）低質ストックゆえの医療・介護の浪費を（良質ストックが供給されることで）節約する

機能、（ⅲ）供給・管理主体たる地方自治体にとって長期的な投資（埼玉県 2015） 

→長期的には、公営住宅のニーズを充足するために適切な供給・管理を行うことは、かえって社

会全体にとって利益をもたらす 

③住宅手当の制度設計 

（a）現状、生活保護に準じる基準額・利用要件 

（b）制度設計は容易ではないにせよ、政策的家賃（イギリス、ドイツの事例）を検討するか、そうで

ないならば、公営住宅に入居する視角がありながら入居できない層に利用可能にすべき（内田 

2004） 
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